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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加熱室を備える調理器本体、
　前記加熱室の前面にある加熱室開口に対して開成動作又は閉成動作を行う扉、および
　前記扉の閉成動作時において、前記扉が前記調理器本体に当接する前に接触するダンパ
ーユニット、を備えた加熱調理器であって、
　前記ダンパーユニットが、
　衝撃により収縮する衝撃吸収先端部を有するダンパーと、
　前記ダンパーを保持し、前記加熱室の壁面との間に空間を介して配設された断熱部材に
取り付けられたダンパー保持部と、
　前記衝撃吸収先端部により前記扉と当接する方向に常時押圧され、前記扉の閉成動作に
おいて前記扉に当接して前記ダンパー保持部を摺動し、前記扉の閉成動作における当接時
の衝撃を前記衝撃吸収先端部に伝達するダンパーキャップと、を含み、
　前記ダンパーキャップが、前記加熱室の開成状態において、前記加熱室開口の外周部分
を構成する加熱室外縁部に形成されたダンパー用開口から突出する当接端と、
　前記当接端の突出根元に形成され放射状に拡がる鍔部と、
　前記扉の閉成動作時において、前記扉に前記当接端が当接した後、前記衝撃吸収先端部
の収縮動作に付随して前記ダンパー保持部を摺動する摺動部と、を有し、
　前記当接端が突出する前記ダンパー用開口は、前記当接端が突出することにより、前記
鍔部により塞がれるように構成された加熱調理器。
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【請求項２】
　前記扉の閉成状態において、前記扉と前記加熱室外縁部との間に前記加熱室開口を取り
囲むように漏れ防止部材が配置されるよう設けられ、
　前記ダンパー用開口が、前記扉の閉成状態において、前記漏れ防止部材より外側に配置
されるよう形成された請求項１に記載の加熱調理器。
【請求項３】
　前記扉の開閉動作に当該加熱調理器の加熱動作を連動させるためのラッチスイッチユニ
ットを備え、
　前記ラッチスイッチユニットの検出部と前記扉が接触した後、加熱動作の始動開始可能
状態となるよう構成されており、
　前記扉の閉成動作において、前記扉と前記当接端が当接した後の衝撃吸収状態において
、前記扉と前記ラッチスイッチユニットの検出部が接触するよう構成された請求項２に記
載の加熱調理器。
【請求項４】
　前記調理器本体の内部に空気流により冷却する冷却手段が配設されており、前記ダンパ
ーは前記ダンパー保持部により少なくとも一部が露出するよう保持され、前記ダンパーが
前記冷却手段による空気流の冷却経路上に配置された請求項１乃至３のいずれか一項に記
載の加熱調理器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、加熱室内の加熱対象である被加熱物に対して誘電加熱等を用いて加熱調理す
る加熱調理器に関し、特に加熱室を開閉する扉の構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般家庭に用いられている代表的な加熱調理器としては誘電加熱を用いて加熱調理する
電子レンジがある。近年の電子レンジにおいては、加熱室内の被加熱物に対してマイクロ
波放射により誘電加熱を行う機能と共に、ヒータによるオーブン機能および蒸気を用いた
スチーム機能を有するものが一般家庭に普及している。
【０００３】
　一般家庭で用いられている電子レンジにおいては、上記のように多機能を有する構成が
望まれると共に、更なる高機能化、小型化、および操作容易性が要望されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平４－２４９０９１号公報
【特許文献２】特開２００２－３９５４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　一般家庭で用いられている加熱調理器において、特に近年の電子レンジにおいては、レ
ンジ機能、オーブン機能およびスチーム機能などの多機能の構成が小型の調理器筐体の内
部にコンパクトに収納されている。また、このような電子レンジにおいては、調理器筐体
の内部には高熱領域が存在するため、電子部品などの高熱には弱い部品に対しては、高熱
領域からの熱を遮断する必要があり、部品によってはファンなどの空冷手段を設けて、積
極的に冷却する必要がある。このように電子レンジのような高機能な加熱調理器において
は、構成部品が多いにも関わらず、部品配置が大幅に規制されており、小型化の障害とな
っている。
【０００６】
　電子レンジにおいて、加熱室内部に被加熱物を出し入れするために開閉する扉は、使用
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者にとって操作容易性において重要な要素である。また、電子レンジにおいては、誘電加
熱動作時に加熱室内にマイクロ波が放射されるため、扉と本体との間はマイクロ波が漏洩
しないように、扉を本体に確実に密接させるための牽引手段を有する複雑な構成の開閉機
構が設けられている。さらに、例えば、使用者が扉を開成したときマイクロ波放射が確実
に停止し、扉を閉成したときマイクロ波放射が可能な状態となるように、扉の開閉動作に
伴って加熱動作の制御を連動させる機構が扉および本体に設けられている。
【０００７】
　上記のように、多機能で高機能な加熱調理器においては、小型化を達成するために多く
の構成部品を極小なスペースに効率高く配設する必要がある。このような多機能で高機能
な加熱調理器において、小型化を達成しつつ操作容易性および信頼性をさらに高めること
は、加熱調理器の普及をより進めるために重要な課題である。
【０００８】
　加熱調理器においては、特に、使用者にとって使用頻度の高い扉の開閉動作における操
作容易性および信頼性を高めることは重要な課題である。例えば、扉の閉成動作時におい
て、加熱動作と連動させるための制御スイッチの接点の入切音、扉が本体側に当接したと
きに生じる衝突音、およびその衝突時に生じる振動は、使用者にとって不快なものである
。
【０００９】
　上記のように扉の閉成動作時において生じる不快音を低減するための機構としては、各
種提案されているが、扉の開閉機構と連動させるために機構が大型で複雑になるという課
題を有している。更に、そのような機構を前述のように多機能で高機能な小型の加熱調理
器の筐体内に設けることは、配置スペースおよび配置位置の規制を受けて、小型化の達成
に大きな障害となっていた。
【００１０】
　本開示は、上記の課題を解決して、扉の閉成動作時において発生する不快音を低減する
と共に、扉の閉成動作時の振動を抑制し、配置スペースおよび配置位置の規制に対して容
易に対応することが可能な簡単な構成を有し、使用者にとって操作性の優れた信頼性の高
い小型の加熱調理器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本開示の加熱調理器は、
　加熱室を備える調理器本体、
　前記加熱室の前面にある加熱室開口に対して開成動作又は閉成動作を行う扉、および
　前記扉の閉成動作時において、前記扉が前記調理器本体に当接する前に接触するダンパ
ーユニット、を備えた加熱調理器であって、
　前記ダンパーユニットが、
　衝撃により収縮する衝撃吸収先端部を有するダンパーと、
　前記ダンパーを保持し、前記加熱室の壁面との間に空間を介して配設された断熱部材に
取り付けられたダンパー保持部と、
　前記衝撃吸収先端部により前記扉と当接する方向に常時押圧され、前記扉の閉成動作に
おいて前記扉に当接して前記ダンパー保持部を摺動し、前記扉の閉成動作における当接時
の衝撃を前記衝撃吸収先端部に伝達するダンパーキャップと、を含み、
　前記ダンパーキャップが、前記加熱室の開成状態において、前記加熱室開口の外周部分
を構成する加熱室外縁部に形成されたダンパー用開口から突出する当接端と、
　前記当接端の突出根元に形成され放射状に拡がる鍔部と、
　前記扉の閉成動作時において、前記扉に前記当接端が当接した後、前記衝撃吸収先端部
の収縮動作に付随して前記ダンパー保持部を摺動する摺動部と、を有し、
　前記当接端が突出する前記ダンパー用開口は、前記当接端が突出することにより、前記
鍔部により塞がれるように構成されている。
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【発明の効果】
【００１２】
　本開示の加熱調理器においては、扉の閉成動作時において発生する不快音を低減すると
共に、扉の閉成動作時の振動を抑制し、配置スペースおよび配置位置の規制に容易に対応
することが可能な構成を有し、使用者にとって操作性の優れた信頼性の高い小型の加熱調
理器を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本開示の実施の形態１に係る加熱調理器の外観を示す斜視図
【図２】実施の形態１の加熱調理器において、扉が開成位置で停止している開成状態を示
す正面図
【図３】実施の形態１の加熱調理器における扉の閉成動作時の状態を示す側面断面図
【図４】実施の形態１の加熱調理器における扉の閉成状態を示す側面断面図
【図５】実施の形態１の加熱調理器におけるダンパーユニットの構成を示す断面図
【図６】実施の形態１の加熱調理器におけるダンパーユニットの外観形状を示す図
【図７】実施の形態１の加熱調理器における筐体内部の冷却空気の流れを示す側面断面図
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、図面を参照して本開示における実施の形態を詳細に説明する前に、本開示の種々
の態様について説明する。
【００１５】
　本開示の第１の態様の加熱調理器においては、
　加熱室を備える調理器本体、
　前記加熱室の前面にある加熱室開口に対して開成動作又は閉成動作を行う扉、および
　前記扉の閉成動作時において、前記扉が前記調理器本体に当接する前に接触するダンパ
ーユニット、を備えた加熱調理器であって、
　前記ダンパーユニットが、
　衝撃により収縮する衝撃吸収先端部を有するダンパーと、
　前記ダンパーを保持し、前記加熱室の壁面との間に空間を介して配設された断熱部材に
取り付けられたダンパー保持部と、
　前記衝撃吸収先端部により前記扉と当接する方向に常時押圧され、前記扉の閉成動作に
おいて前記扉に当接して前記ダンパー保持部を摺動し、前記扉の閉成動作における当接時
の衝撃を前記衝撃吸収先端部に伝達するダンパーキャップと、を含むよう構成してもよい
。
【００１６】
　上記のように構成された第１の態様の加熱調理器は、扉の閉成動作時において発生する
不快音および振動を低減し、配置スペースおよび配置位置の規制に対して容易に対応する
ことができる構成となり、操作性の優れた信頼性の高い小型の加熱調理器を構築すること
が可能となる。
【００１７】
　本開示の第２の態様の加熱調理器は、前記の第１の態様における前記ダンパーキャップ
が、前記加熱室の開成状態において、前記加熱室開口の外周部分を構成する加熱室外縁部
に形成されたダンパー用開口から突出する当接端と、
　前記当接端の突出根元に形成され放射状に拡がる鍔部と、
　前記扉の閉成動作時において、前記扉に前記当接端が当接した後、前記衝撃吸収先端部
の収縮動作に付随して前記ダンパー保持部を摺動する摺動部と、を有し、
　前記当接端が突出する前記ダンパー用開口は、前記当接端が突出することにより、前記
鍔部により塞がれるように構成してもよい。
【００１８】
　上記のように構成された第２の態様の加熱調理器は、加熱室の開成状態において、ダン
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パーキャップの当接端が突出するダンパー用開口からの水分、ほこりなどの異物の進入が
防止される構成となり、加熱室外縁部の筐体内側に配設されたダンパーへの異物の混入が
防止され、ダンパーユニットの信頼性を高める構成となり、引いては加熱調理器の信頼性
を高める構成となる。
【００１９】
　本開示の第３の態様の加熱調理器は、前記の第２の態様における前記扉の閉成状態にお
いて、前記扉と前記加熱室外縁部との間に前記加熱室開口を取り囲むように漏れ防止部材
が配置されるよう設けられ、
　前記ダンパー用開口が、前記扉の閉成状態において、前記漏れ防止部材より外側に配置
されるよう形成してもよい。
【００２０】
　上記のように構成された第３の態様の加熱調理器は、扉の閉成状態において、加熱室開
口からの水分等が漏れ防止部材より外側への漏洩が抑制されており、ダンパー用開口を介
してダンパーユニット等への水分などの進入が防止され、信頼性が高められている。
【００２１】
　本開示の第４の態様の加熱調理器は、前記の第２の態様および第３の態様のいずれかの
態様において、前記扉の開閉動作に当該加熱調理器の加熱動作を連動させるためのラッチ
スイッチユニットを備え、
　前記ラッチスイッチユニットの検出部と前記扉が接触した後、加熱動作の始動開始可能
状態となるよう構成されており、
　前記扉の閉成動作において、前記扉と前記当接端が当接した後の衝撃吸収状態において
、前記扉と前記ラッチスイッチユニットの検出部が接触するよう構成してもよい。
【００２２】
　上記のように構成された第４の態様の加熱調理器は、扉がダンパーユニットの当接端に
接触した後において扉とラッチスイッチユニットの検出部が接触する構成である。このた
め、扉がダンパーユニットに接触して扉がゆっくりスムーズに移動する衝撃吸収状態にお
いて、扉がラッチスイッチユニットの検出部と接触し、閉成動作時における扉とラッチス
イッチユニットとの当接時に生じる不快音を確実に低減することができる構成となる。
【００２３】
　本開示の第５の態様の加熱調理器は、前記の第１の態様から第４の態様のいずれかの態
様において、前記調理器本体の内部に空気流により冷却する冷却手段が配設されており、
前記ダンパーは前記ダンパー保持部により少なくとも一部が露出するよう保持され、前記
ダンパーが前記冷却手段による空気流の冷却経路上に配置してもよい。
【００２４】
　上記のように構成された第５の態様の加熱調理器においては、ダンパーユニットのダン
パーが冷却手段により確実に冷却されるため、ダンパーとしての衝撃吸収能力を確実に発
揮し、信頼性の高い加熱調理器を構築することができる。
【００２５】
　以下、本開示の加熱調理器に係る実施の形態としてマイクロ波による誘電加熱機能と共
に、ヒータ加熱によるオーブン機能、蒸気によるスチーム機能を有する加熱調理器につい
て説明する。なお、本開示の加熱調理器としては、以下の実施の形態に記載した加熱調理
器の構成に限定されるものではなく、それぞれの機能を単独で有する加熱調理器、それぞ
れの機能を組み合わせた加熱調理器、若しくは以下の実施の形態において説明する技術的
特徴と同等の技術的思想に基づいて構成される各種加熱調理器を含むものである。
【００２６】
《実施の形態１》
　以下、添付の図面を参照して本開示における実施の形態１の加熱調理器について詳細に
説明する。
【００２７】
　図１は、本開示の実施の形態１に係る加熱調理器の外観を示す斜視図である。図１に示
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すように、実施の形態１の加熱調理器は、当該調理器の正面である前面に開口（加熱室開
口２ａ）を有する加熱室２を備える調理器本体１と、加熱室２を開閉する扉３とを有する
構成である。実施の形態１における調理器本体１には、その右側に加熱調理の調理設定お
よび調理開始等の各種操作を行うための操作部４が配置されている。
【００２８】
　実施の形態１の加熱調理器においては、加熱対象である被加熱物を収容配置する加熱室
２にマイクロ波を放射するためのマイクロ波放射口が加熱室２の底面下側に設けられてお
り、マイクロ波放射口から放射されたマイクロ波により誘電加熱するよう構成されている
。また、加熱室２の内部を加熱するためのヒータは、加熱室２の底面下側および天井上側
の両側に設けられており、加熱室２の内部においてオーブン調理およびグリル調理が可能
に構成されている。さらに、加熱室２の上部には蒸気吹き出し口が設けられており、スチ
ーム加熱機能を有している。
　なお、加熱室２の壁面には加熱室２の内部を照らす庫内灯、被加熱物の表面温度および
庫内温度（加熱室内温度）を検出するための各種センサが設けられている。
【００２９】
　図１に示すように、実施の形態１の加熱調理器は、扉３において、加熱室開口２ａに対
して下側の位置に回動軸（ヒンジ）が設けられており、使用者が扉３の上側にある把手３
ａを握持し、手前側に引き加熱室開口２ａを開成する構造を有している。扉３は、加熱室
開口２ａが全開する開成位置と、加熱室開口２ａを閉鎖して加熱室２を閉空間とする閉成
位置と、加熱室内の熱気や蒸気を逃がす等ために扉３を少し開いた状態の中間位置に停止
するように、牽引手段を有する開閉機構により調理器本体１に対して回動可能に連結され
ている。
【００３０】
　図２は、実施の形態１の加熱調理器において、扉３が開成位置で停止している開成状態
を示す正面図である。調理器本体１における加熱室２の加熱室開口２ａの外周部分である
加熱室外縁部１０は、前面側が平坦面で構成されており、扉３が閉成位置のとき、扉３の
内壁面が当接して密接する構成である。図２に示す扉３の開成状態において、加熱室開口
２ａの外周部分を構成する加熱室外縁部１０には、後述するダンパーユニット５における
ダンパーキャップ１４の当接端１４ａが突出するダンパー用開口１０ａが形成されている
。ダンパーユニット５は、扉３の閉成動作時において、使用者が扉３を閉成位置の直前で
手を離したとしても、扉３がゆっくりとスムーズに閉成動作を継続して回動し、加熱室開
口２ａを扉３により確実に閉鎖する衝撃吸収機能を有する。したがって、使用者が扉３を
閉成位置の直前で手を離し、扉３が開閉機構の牽引手段により引っ張られている状態にお
いても、扉３が急激に閉じて調理器本体１に衝突することがなく、扉３はゆっくりとスム
ーズに静かに閉成位置に移動する衝撃吸収状態となる。
【００３１】
　また、加熱室外縁部１０には、ラッチスイッチユニット８の２つの検出部６、７が設け
られている。一方、扉３には、ラッチスイッチユニット８の検出部６、７に対応して、突
出端１１ａ、１１ｂが設けられている。ラッチスイッチユニット８の２つの検出部６、７
において、上側の検出部６が扉３の開閉動作に応じて制御系の電気回路のオンオフを制御
する検出部分であり、下側の検出部７は扉３の開閉動作に応じて電力系の電気回路のオン
オフを制御する検出部分である。
【００３２】
　扉３の開成状態において、ダンパーユニット５の当接端１４ａが突出しているダンパー
用開口１０ａの位置は、扉３が調理器本体１に対して回動するように連結する開閉機構の
アームの上部近傍に設けられており、且つラッチスイッチユニット８の検出部６、７より
下方に配置されている（図１参照）。扉３の閉成動作において、ダンパーユニット５の当
接端１４ａが扉３に接触した後の衝撃吸収状態において、ラッチスイッチユニット８にお
ける制御系の検出部６と電力系の検出部７が扉３に設けた突出端１１ａ、１１ｂに順次接
触して、それぞれの電気回路が起動可能な状態となる構成である。
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【００３３】
　上記のように、実施の形態１においては、扉３の閉成動作において、扉３がゆっくりと
スムーズに回動する衝撃吸収状態において、ラッチスイッチユニット８における検出部６
と検出部７が扉３に設けた突出端１１ａ、１１ｂに接触する構成である。このため、実施
の形態１の構成においては、検出部６、７が突出端１１ａ、１１ｂに接触するときに生じ
る音は大幅に軽減されており、使用者にとって不快音の発生が抑制されている。
【００３４】
　なお、扉３の内壁面には漏れ防止部材として環状のガスケット９が配設されている。ガ
スケット９は、弾性体、例えばゴム部材で形成されており、扉３の閉成状態において、調
理器本体１の加熱室開口２ａの外周を取り囲むように配置されている。即ち、漏れ防止部
材であるガスケット９は、扉３の閉成状態において、加熱室外縁部１０と扉３の内壁面と
の間に配置されて加熱室開口２ａを取り囲み、加熱室開口２ａからの水分等が調理器本体
１と扉３との間から漏れることを防止している。
【００３５】
　ガスケット９の配置位置は、加熱室開口２ａより外側の位置であって、ダンパーユニッ
ト５の当接端１４ａが突出するダンパー用開口１０ａより内側の位置である。また、加熱
室外縁部１０に設けられたラッチスイッチユニット８における制御系の検出部６と電力系
の検出部７の位置は、ガスケット９の外側となっている。このため、扉３の閉成状態にお
いて、ダンパーユニット５の当接端１４ａのダンパー用開口１０ａ、および制御系の検出
部６と電力系の検出部７に対しては、ガスケット９により、加熱室２からの水分等の進入
が防止されている。図２においては、符号９Ａ（２点鎖線）により、扉３の閉成状態にお
けるガスケット９の配置位置を示している。
【００３６】
　図３および図４は、実施の形態１の加熱調理器における側面断面図であり、図３は扉３
の閉成動作時の状態を示し、図４は扉３が調理器本体１の加熱室２の前面にある加熱室開
口２ａが扉３の閉成動作により閉鎖された閉成状態を示している。
【００３７】
　図３に示すように、ダンパーユニット５の当接端１４ａは、扉３の閉成動作時において
扉３の内面に接触するように、略水平方向に突出しており、扉３の内壁面との接触後は、
扉３の閉成動作の回動方向への回動力を減衰させるように構成されている。図４に示す閉
成状態においては、ダンパーユニット５の当接端１４ａは、扉３の内壁面により押圧され
てダンパー用開口１０ａの内部に収納されている。このとき、ラッチスイッチユニット８
における制御系の検出部６および電力系の検出部７に対しても、扉３の突出端１１ａおよ
び１１ｂがそれぞれ接触しており、それぞれが起動可能な状態となっている。
【００３８】
　図３および図４に示すように、調理器本体１の筐体内において、ダンパーユニット５が
設けられている加熱室２の右側面側空間には、ラッチスイッチユニット８の他に、制御系
および電力系の電気回路、マイクロ波を発生させるためのマイクロ波発生手段であるマグ
ネトロン１６、このマグネトロン１６および電子部品等を冷却するための冷却手段である
ファン１７等の各種部品が配設されている。また、加熱室２の上側と下側のそれぞれの位
置には複数のヒータ１８、１９がそれぞれ設けられている。
【００３９】
　なお、上記のダンパーユニット５、ラッチスイッチユニット８、電気回路、およびファ
ン等の構成部品は、加熱室２の壁面からの熱が直接伝熱しないように、加熱室２の壁面と
の間に空気層を介して設けられた断熱部材である断熱板２０に取り付けられている。また
、冷却手段であるファンからの空気流がマグネトロン１６を冷却した後、電気回路、ダン
パーユニット５、およびラッチスイッチユニット８に流れて、それぞれの構成部品を冷却
するよう構成されている。
【００４０】
　実施の形態１の構成においては、前述のように、ラッチスイッチユニット８における制
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御系の検出部６が、加熱室２の加熱室外縁部１０から扉方向（加熱室２の前方）に突出し
ている。一方、扉３においては、制御系の検出部６に対応する位置に突出端１１ａが設け
らている。扉３の閉成動作時において、扉３に設けられた突出端１１ａにより制御系の検
出部６が押圧されて、ラッチスイッチユニット８のアーム部分が回動する構成である。ラ
ッチスイッチユニット８のアーム部分の回動に連動して、制御系の電気回路のスイッチ機
構が動作し、制御系のオンオフ制御が行われている。
【００４１】
　また、ラッチスイッチユニット８における電力系の検出部７は、加熱室２の加熱室外縁
部１０に形成されており、扉３においては、電力系の検出部７に対応する位置に突出端１
１ｂが設けらている。扉３の閉成状態において、扉３の突出端１１ｂが電力系の検出部７
に入り込み、ラッチスイッチユニット８における電力系の電気回路のスイッチ機構が切り
替わり、電力系のオンオフ制御が行われている。
【００４２】
　なお、実施の形態１における扉３の内部においては、扉３の閉成状態における加熱室２
の加熱室外縁部１０に対向する位置にマイクロ波漏洩防止機構が設けられている。このマ
イクロ波漏洩機構は、扉３の閉成状態において、加熱室外縁部１０と扉３の内壁面との間
から加熱室２の内部からマイクロ波が漏洩することを防止している。
【００４３】
［ダンパーユニット５の構成］
　図５は、ダンパーユニット５の構成を示す断面図である。ダンパーユニット５は、扉３
に当接したとき収縮して衝撃を吸収する衝撃吸収先端部１２ａを有するダンパー１２と、
ダンパー１２を保持し、断熱部材である断熱板２０に取り付けるためのダンパー保持部１
３と、ダンパー１２の衝撃吸収先端部１２ａにより扉３と当接する方向に常時押圧されて
いるダンパーキャップ１４と、を有して構成されている。
【００４４】
　ダンパーキャップ１４は、扉３と接触可能であり、扉３の開成状態において加熱室外縁
部１０のダンパー用開口１０ａから突出している当接端１４ａと、当接端１４ａの突出根
元の外周部分に放射状に拡がるように形成された鍔部１４ｂと、ダンパー保持部１３に形
成された直線状の溝に沿って摺動する摺動部１４ｃと、を有している。ダンパーキャップ
１４における当接端１４ａ、鍔部１４ｂおよび摺動部１４ｃが樹脂成形により一体的に形
成されている。摺動部１４ｃは、扉３の閉成動作時において、扉３に当接端１４ａが当接
した後、衝撃吸収先端部１２ａの収縮動作に付随してダンパー保持部１３に形成された溝
に沿って直線状に摺動するように構成されている。また、鍔部１４ｂの外周端部に鍔部先
端１４ｄが形成されており、この鍔部先端１４ｄは摺動部１４ｃの前面側の端部の位置と
なっている。ダンパー１２の衝撃吸収先端部１２ａにより常時押圧されるダンパーキャッ
プ１４には、押圧面１４ｅが形成されており、この押圧面１４ｅは当接端１４ａの突出根
元の裏面側の位置、即ち鍔部１４ｂにおける背面側に形成されている。
【００４５】
　上記のように構成されたダンパーキャップ１４は、加熱室２の前後方向（扉３に対する
当接端１４ａの実質的な押圧方向）に沿ってダンパー保持部１３に摺動して移動するよう
構成されている。ダンパー保持部１３は、断熱板２０に形成された位置決め突起１５に当
接して位置決めされており、断熱板２０の所定の位置に確実に取り付けられている。
【００４６】
　実施の形態１におけるダンパーユニット５に用いたダンパー１２は、オイルダンパーで
あり、衝撃吸収先端部１２ａが収縮方向に移動して当接時の衝撃を減衰する構成である。
なお、本開示においては、ダンパー１２としてオイルダンパーを用いた例で説明するが、
本開示の構成としてはオイルダンパーに限定されるものではなく、扉３と当接端１４ａと
の当接時の衝撃を吸収して、扉３がゆっくりとスムーズに閉成状態に移行する衝撃吸収機
能を有する手段であればよく、ダンパーの仕様、形状などを考慮して適宜使用される。
【００４７】
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　図５に示すように、当接端１４ａを有するダンパーキャップ１４は、ダンパー１２の衝
撃吸収先端部１２ａにより常時押圧されており、扉３の開成状態においては加熱室開口２
ａの外周部分である加熱室外縁部１０の内面に接触している。扉３の開成状態においては
、ダンパーキャップ１４の摺動部１４ｃの前面側端部に形成されている鍔部先端１４ｄが
、加熱室外縁部１０の内面に確実に接触している。
【００４８】
　図５に示すように、加熱室外縁部１０に形成され、ダンパーキャップ１４の当接端１４
ａが突出するダンパー用開口１０ａは、その縁部分が内側に屈曲して形成されている。こ
のダンパー用開口１０ａから突出可能な当接端１４ａの突出根元から放射状に拡がるよう
に鍔部１４ｂが形成されており、鍔部１４ｂの外周縁には鍔部先端１４ｄが形成されてい
る。鍔部先端１４ｄは、ダンパー用開口１０ａが形成されている加熱室外縁部１０の内面
の方向に突設されているため、扉３の開成状態においては、ダンパーキャップ１４がダン
パー１２により押圧されて、鍔部先端１４ｄが加熱室外縁部１０の内面に確実に接触して
いる。
【００４９】
　上記のように、扉３の開成状態においては、鍔部先端１４ｄが加熱室外縁部１０の内面
に確実に接触して、ダンパー用開口１０ａが鍔部１４ｂにより塞がれている。このため、
加熱室２からの蒸気などによる水分や異物がダンパー用開口１０ａを通して加熱室外縁部
１０の内側に入り込むことが防止されており、特にダンパーユニット５への侵入が防止さ
れている。このように、扉３の開成状態においては、ダンパー用開口１０ａが鍔部１４ｂ
により確実に閉鎖状態となるため、振動を抑制するダンパー１２において機能を低下させ
るお恐れのある水分の他に油分、ほこりなどの異物の侵入が確実に防止される構成となっ
ている。
【００５０】
　なお、実施の形態１の加熱調理器におけるダンパーユニット５においては、ダンパー１
２の衝撃吸収先端部１２ａの突出方向が斜め上方の向きとなっている。また、ダンパー１
２の衝撃吸収先端部１２ａにより常時押圧されるダンパーキャップ１４の押圧面１４ｅは
、衝撃吸収先端部１２ａの突出方向に直交する面に形成されている。このため、押圧面１
４ｅは、ダンパーキャップ１４の加熱室２の前後方向である、当接端１４ａの押圧方向（
略水平方向）に対して斜行した面となっている。即ち、押圧面１４ｅは、ダンパーキャッ
プ１４の摺動方向に対して斜めの面に形成されている。上記のように、衝撃吸収先端部１
２ａにより常時押圧されるダンパーキャップ１４の押圧面１４ｅを衝撃吸収先端部１２ａ
の突出方向に直交する面とし、当接端１４ａの押圧方向に対しては斜行した面とすること
により、ダンパー１２の衝撃吸収能力を保持した状態でダンパーユニット５の配設位置の
許容度を高めることが可能な構成となる。なお、ダンパーキャップ１４の押圧面１４ｅに
おいては、当接端１４ａの押圧方向（略水平方向）に対して、±１０度の斜行角度が好ま
しい。
【００５１】
　図６は、実施の形態１の加熱調理器におけるダンパーユニット５の具体的な構成を示す
図である。図６において、（ａ）は正面図、（ｂ）は上面図、（ｃ）右側面図である。ま
た、図６の（ｄ）および（ｅ）は斜視図であり、（ｄ）は正面側の右側上方から見た図で
あり、（ｅ）は背面側の上方から右側面を見た図である。
【００５２】
　図６に示すように、ダンパーユニット５におけるダンパー１２、ダンパー保持部１３、
およびダンパーキャップ１４は、ユニット化され小型化されており、所望の位置に容易に
取り付けることが可能な構成である。また、ダンパーユニット５においては、断熱板２０
に取り付けるダンパー保持部１３がダンパー１２と断熱板２０との間に配置されており、
ダンパー１２における断熱板２０とは反対側の側面部分が大きく開放されており、加熱室
２からの伝熱が防止される構成であると共に、断熱部材である断熱板２０に沿って流れる
空気流を形成する冷却手段であるファン１７（図７参照）により確実に冷却されるように
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構成されている。
【００５３】
　図７は、実施の形態１の加熱調理器における冷却手段であるファン１７からの空気流の
冷却経路を示す図であり、加熱調理器の右側面の調理器本体１の筐体のカバーを外した状
態を示している。図７に示す実施の形態１の加熱調理器の構成においては、冷却手段であ
るファン１７が右側面の背面側に設けられている。ファン１７から吹き出された空気流は
、背面側に設けられたダクトを通り、複数のダクト吹出口１７ａから所望の冷却経路に吹
き出される構成である。図７において、ダクト吹出口１７ａからの空気流は矢印で示す方
向の冷却経路に主として流れる。冷却経路上にはマグネトロン１６、ラッチスイッチユニ
ット８に接続された電子部品を含む電気回路、断熱板２０、およびダンパーユニット５が
配設されている。
【００５４】
　上記のように構成された実施の形態１の加熱調理器においては、扉３の閉成動作時にお
いて発生する不快音および振動を確実に低減することができ、配置スペースおよび配置位
置が規制された状態においても容易に対応することができる構成である。また、実施の形
態１においては、扉３の閉成状態において、ダンパーユニット５の当接端１４ａのダンパ
ー用開口１０ａを介して筐体内部に水分等の進入が防止される構成を有している。したが
って、実施の形態１の加熱調理器は、操作性に優れており、安全性および信頼性の高い小
型の加熱調理器となる。
【００５５】
　前述のように、加熱調理器においては、多機能で高機能を有して、且つ小型に構成する
必要があり、更に高熱領域が存在するため部品配置が大幅に規制されるという問題を有し
ている。しかしながら、本開示の加熱調理器においては、簡単な構成で防滴、防塵効果を
有し、配置許容度の高い小型のダンパーユニットを設けることにより、小型で信頼性の高
い加熱調理器を構築することが可能となる。
【００５６】
　上記のように、本開示の加熱調理器においては、扉の閉成動作時において発生する不快
音を確実に低減することができる構成である共に、扉の閉成動作時の振動を抑制し、配置
スペースおよび配置位置の規制に容易に対応することでき、さらに筐体内部への異物の侵
入を防止する構成を有している。したがって、本開示の加熱調理器は、使用者にとって操
作性の優れた信頼性の高い小型の加熱調理器となっている。
【００５７】
　本発明をある程度の詳細さをもって各実施の形態において説明したが、これらの実施の
形態の開示内容は構成の細部において変化してしかるべきものであり、各実施の形態にお
ける要素の組合せや順序の変化は請求された本発明の範囲及び思想を逸脱することなく実
現し得るものである。
【産業上の利用可能性】
【００５８】
　本開示の加熱調理器の構成は、マイクロ波加熱装置である電子レンジをはじめ各種加熱
調理器において適用することが可能であり、小型で信頼性の高い加熱調理器を市場に提供
することを可能とする。
【符号の説明】
【００５９】
　　１　調理器本体
　　２　加熱室
　　３　扉
　　４　操作部
　　５　ダンパーユニット
　　６　制御系検出部
　　７　電力系検出部
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　　８　ラッチスイッチユニット
　　９　ガスケット
　１０　加熱室外縁部
　１０ａ　ダンパー用開口
　１２　ダンパー
　１３　ダンパー保持部
　１４　ダンパーキャップ
　１４ａ　当接端
　１４ｂ　鍔部
　１４ｃ　摺動部
　１４ｄ　鍔部先端
　１４ｅ　押圧面
　１５　位置決め突起
　１６　マグネトロン（マイクロ波発生手段）
　１７　ファン（冷却手段）
　１８　上側ヒータ
　１９　下側ヒータ
　２０　断熱板（断熱部材）

【図１】 【図２】
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